
福岡市生活交通確保バス運行補助金交付要綱 

 
（通則） 

第１条 福岡市生活交通確保バス運行補助金（以下「補助金」という。）の交付については，この要綱

の定めによるほか，福岡市補助金交付規則（昭和４４年福岡市規則第３５号）の定めるところによる。 

 

（趣旨） 

第２条 この要綱は，公共交通空白地等及び移動制約者に係る生活交通の確保に関する条例（平成２２

年福岡市条例第２５号。以下「条例」という。）第１０条第１項に定める生活交通特別対策区域（以

下「特別対策区域」という。）において，すべての市民が健康的で文化的な生活を営むために必要な

低限度の移動手段を確保することを目的とし，生活交通の確保に必要な支援として行う補助金の交

付に係る事項について定める。 

 
（定義） 

第３条 この要綱における用語の意義は，条例第２条に定めるところによる。 

２ 前項の定めにない，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）補助対象期間 補助金の交付を受けようとする会計年度の４月１日から翌年の３月３１日まで

の期間をいう。 

    なお，補助対象初年度においては，補助金の交付を受けようとする交付開始日より会計年度末

の３月３１日までの期間をいう。 

 （２）運賃外収入 地域からの協賛金，寄付金及び停留所や車両など事業者が所有する設備を媒体と

して生じる広告収入など，事業者が補助対象路線を運行することで得る運賃以外の収入をいう。 

 （３）運行経費 当該補助路線の運行に要する費用であり，別表１に示す内容を含むものとする。 

 （４）地域キロ当たり標準経常費用 国の地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（地域公

共交通確保維持改善事業）に規定され，国土交通省総合政策局長が通知する計画認定申請に係る

地域標準経常費用のうち 新のものをいう。 

 （５）事業者キロ当たり経常費用 補助対象路線における補助対象期間の運行経費を，補助対象期間

の実車走行キロで除した１キロメートル当たりの経常費用をいう。 

 

（特別対策区域の指定要件） 

第４条 条例第９条第１項に定める特別対策区域の指定について，当該地域における生活交通の確保に

向けた取組の状況として，次の各号に掲げる事項若しくはこれに準ずる事項を把握するものとする。 

 （１）路線の廃止等に伴う生活交通の確保のために地域住民が積極的に関与すること。 

（２）地域及び公共交通事業者，行政等で構成する協議の場が設けられていること。若しくは，地域

主体による生活交通確保に関する住民協議会等が設置されていること（以下「協議会等」という。） 

 （３）前号に定める協議会等において，生活交通の確保に係る公共交通の利用促進の取組が検討，実

施されていること。 

２ 生活交通の確保のための支援が必要と認められる地域とは，当該地域における人口の分布や高齢化 

の進行，丘陵地等の地形条件，地域住民から生活交通の確保に関する要請等，総合的に地域の実情を 

踏まえ，特別対策区域の指定を行うものとする。 

 

（特別対策区域における支援等） 

第５条 この要綱において，条例第１０条第１項に定める特別対策区域における生活交通の確保のため

に必要な支援とは，乗合運行に係る収支差額について予算の範囲内で補助金の交付を行うことをいう。 

 

 



２ 条例第１０条第２項に定める特別対策区域における生活交通の質の向上について，次の各号に掲げ

る事項について努めることとする。 

 （１）生活交通（通勤，通学，通院，買い物など）の利用者の実態に即した運行計画とすること。 

 （２）運行内容を検討するため公共交通事業者との連携を行うこと。 

３ 条例第１０条第３項に定める市民等及び公共交通事業者が，特別対策区域における生活交通の確保

に関する施策を共働して推進するため，地域における自主的な利用促進策の取組や運賃外収入の確保

など，可能な限りの協力を図るものとする。 

 

（補助対象運行内容） 

第６条 補助対象となる運行内容については，次の各号のいずれかを限度とするものとし，その運行内

容については，協議会等で定めるものとする。 

（１）運行回数について，１運行系統当たり１日１５往復以内とする。 

（２）運行車両について，１運行系統当たり１車体制による運行とする。 

 
（補助対象経常費用） 

第７条 補助対象経常費用は，地域キロ当たり標準経常費用と事業者キロ当たり経常費用とを比較し，

いずれか少ない方の額に運行路線の実車走行キロ数を乗じて得た額とする。 

 
（補助対象経常収入） 

第８条 補助対象経常収入は，補助対象事業期間中の運行路線における運賃収入とする。 

 
（補助対象経費） 

第９条 補助対象経費の額は，補助対象経常費用と補助対象経常収入の差額とする。 

 
（補助金の額等） 

第１０条 補助金の額は，補助対象経費から運賃外収入を除いた額を限度とし，予算の範囲内で市長が

認める額とする。ただし，運行路線において国庫補助金及びその他の補助金等の交付を受けている場

合においては，これを除いた額を限度とする。 

 
（補助対象事業者） 

第１１条 補助対象事業者は，道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに定める一般

乗合旅客自動車運送事業を経営する者（以下「補助対象事業者」という。）とする。 

 

（補助金交付申請） 

第１２条 補助対象事業者は，補助金の交付を受けようとするときは，次の各号に掲げる書類を添付し

て，様式第１号による補助金交付申請書を市長に申請しなければならない。 

 （１）補助対象事業に関するバス運行事業計画書及び収支計画書 

 （２）その他市長が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第１３条 市長は，前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは，その内容の審査を行っ

た上，適当と認められる場合においては，速やかに補助金の交付を決定し，様式第２号による交付決

定書を補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 市長は，前項の通知に際して，必要な条件を付すことができる。 

 

 



（交付決定の変更等の申請） 

第１４条 補助対象事業者は，補助事業の内容を変更しようとするときは，軽微な事項を除き，様式第

３号による交付決定変更申請書を市長に提出し，その承認を受けなければならない。 

 

（交付決定の変更及び通知） 

第１５条 市長は，前条の規定による交付決定変更申請書の提出があったときは，審査の上，交付決定

の変更に行い，様式第４号による交付決定変更通知書を補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 市長は，前項の通知に際して，必要な条件を付すことができる。 

 

（申請の取り下げ） 

第１６条 補助対象事業者は，補助金の交付の決定後，その交付の決定に係る申請の取り下げをすると

きは，交付決定の通知を受けた日から起算して３０日以内に，その旨を記載した書面を市長に提出し

なければならない。 

 

（状況の報告） 

第１７条 補助対象事業者は，市長の請求があったときは，速やかに様式第５号による状況報告書を市

長に提出しなければならない。 

 

（実績の報告） 

第１８条 補助対象事業者は，毎月の運行日数，利用者数，運賃収入等について翌月の１０日迄に市長

に報告しなければならない。 

２ 補助対象事業者は，補助対象事業期間の終了後，速やかに様式第６号による実績報告書を市長に提

出しなければならない。 

 

（交付額の確定） 

第１９条 市長は，前条第２項に規定する実績報告書の提出があったときは，その内容を審査の上，補

助対象事業が適正に執行されていると認めるときは，補助金の交付額を確定し，様式第７号による確

定通知書を補助対象事業者に通知するものとする。 

２ 補助対象事業者が，交付申請を行った補助対象事業の全部又は一部を実施しなかったときは，その

実施しなかった内容に応じ，市長は決定額から全部又は一部を減額して補助金の額を確定する。 

 この場合において，補助対象期間の末日（３月３１日）までに廃止又は休止された補助対象系統につ

いては，補助金の額の全部を減額するものとする。 

 ただし，天災その他やむを得ない事情がある場合は，この限りではない。 

 

（補助金の請求） 

第２０条 補助対象事業者は，市から補助金の支払いを受けようとするときは，様式第８号による補助

金交付支払請求書を市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付） 

第２１条 市長は，第２０条において確定した補助金を前条による補助対象事業者からの請求に応じて

交付するものとする。ただし，補助対象事業者からの請求があり，市長が特に必要と認めるときは，

運行実績内容に応じて，補助事業対象期間終了前に補助金の一部を交付することができる。 

２ 前項の補助金の一部交付は，各四半期経過後の運行実績状況に応じて行い，年度 終となる第４四

半期にて精算するものとする。 

 

 



（届出） 

第２２条 補助対象事業者は，バス路線を廃止若しくは休止し，又は第６条に定める運行内容を変更す

るときは，あらかじめ市長に届け出なければならない。 

 ただし，軽微な事項については，この限りではない。 

 

（事業の見直し） 

第２３条 市長は，この要綱の規定に基づく補助対象事業の内容について，施行後４年を目処に，施行

状況を勘案し，必要と認める場合は，その結果に基づき見直し等の措置を講ずるものとする。 

  また，見直しの検討にあたっては，協議会等において地域の実情並びに特性に配慮をしながら，代

替事業の検討及び車両規模・運行時間・便数・運行日時等の運行内容について協議・検討し，需要に

応じた必要 小限の生活交通を確保する。 

 

（経営改善の実施） 

第２４条 補助対象事業者は，経営改善の実施に努めなければならない。 

 

（補助金の整理） 

第２５条 補助対象事業者は，補助対象経費に係る補助金について収入及び支出に関する帳簿を備え，

他の経理と区分して補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助対象事業者は，前項の帳簿とともにその内容を証する書類を整理して，補助対象事業の完了す

る日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（暴力団の排除） 

第２６条 市長は，福岡市暴力団排除条例（平成２２年福岡市条例第３０条。次項において「暴排条例」

という。）第６条の規定に基づき，本条に規定する排除措置を講じる。 

２ 市長は，補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の各号のいずれ

かに該当するときは，この要綱に定める他の規定に関わらず，補助金を交付しないものとする。 

 （１）暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

 （２）法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

 （３）暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は，補助事業者が前項各号のいずれかに該当したときは，補助金の交付の決定の全部又は一部

を取り消すことができる。 

４ 市長は，補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会を行うため，申請書又は補助事業者に対し

当該申請者又は当該補助事業者（法人であるときは，その役員）の氏名（フリガナを付したもの），

生年月日，性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

（雑則） 

第２７号 福岡市生活交通確保バス運行補助金の交付に関し，この要綱に定めるもののほか必要な事項

は，市長が別に定めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

 

（適用区分） 

２ この要綱の規定は，平成２６年度の予算に係る福岡市生活交通確保バス運行補助金から適用する。 

 

（実施要領） 

３ この要綱の規定に基づき，個別に定める必要がある事項については，福岡市生活交通確保バス運行

補助金交付実施要領を別に定める。 

 

（取扱要領） 

４ この要綱の施行にあたっては，特別対策区域における生活交通の確保に係る施策の基本要綱とし，

その他，各特別対策区域における個別事項については，必要に応じて取扱要領を別に定める。 

 

（期間） 

５ この要綱は，平成２９年３月３１日をもって廃止する。 

  なお，この要綱に基づく施策において，事業の必要性や公益性について検証を行った結果，事業の

継続が必要と認められる場合においては，この要綱の終期について延長できるものとする。 

 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は，平成２９年 ４月１日から施行する。 

 
 （期間） 

２ この要綱は，平成３３年３月３１日をもって廃止する。 



別表 １ 

 第３条第２項第３号の運行経費は，下記の内容を含むものとする。 

人 件 費 ・現業部門の従業員にかかる給料，手当，賞与，退職金，法定福利費，厚生福

利費及び臨時雇用人件費等。 

・本社その他の管理部門の従業員にかかる人件費 

燃料油脂費 ・路線を運行する車両に係る燃料費及び油脂費。軽油引取税等含む。 

減価償却費 ・路線を運行する車両に係る減価償却費 

保 険 料 ・運行に係る諸保険料（自動車損害賠償責任保険料含む。） 

修 繕 費 ・外注による車両及び運行に要する設備の修繕費及び自家修理に係る動力費，

部品材料費，タイヤチューブ費，備消耗品費等。 

 修繕のための積立金を含む。 

設備管理費 ・運行に要する設備の設置に伴う費用（道路占用料，民地使用料等） 

・利用者周知のためのチラシ，時刻表等の作成及び設置に要する費用。 

租 税 公 課 ・固定資産税，自動車税等の租税等。 

その他経費 ・現業部門及び本社その他の管理部門に係る経費で上記以外のもの。 

 

 


